
ガ
ス
事
業
託
送
供
給
約
款
料
金
算
定
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

ガ
ス
事
業
託
送
供
給
約
款
料
金
算
定
規
則
（
平
成
二
十
九
年
経
済
産
業
省
令
第
二
十
二
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

次
の
表
に
よ
り
、
改
正
前
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
は
、
こ
れ
に
順
次
対
応
す
る
改
正
後
欄
に
掲
げ
る
規
定
の
傍
線
を
付
し
た
部
分
の
よ
う
に
改
め
る
。

改

正

後

改

正

前

（
減
少
事
業
報
酬
額
の
算
定
）

（
減
少
事
業
報
酬
額
の
算
定
）

第
十
条

﹇
略
﹈

第
十
条

﹇
略
﹈

２

﹇
略
﹈

２

﹇
略
﹈

３

還
元
額
は
、
託
送
収
支
規
則
の
規
定
に
よ
り
公
表
し
た
最
近
の
託
送
収
支
規
則
様
式
第
三
第
二
表
の
一
定
水

準
超
過
額
（
当
該
事
業
年
度
と
連
続
す
る
前
事
業
年
度
に
お
い
て
一
定
水
準
超
過
額
が
零
で
な
い
場
合
（
当
該

事
業
年
度
（
開
始
の
日
を
除
く
。）及
び
翌
事
業
年
度
の
開
始
の
日
に
お
い
て
第
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

設
定
し
た
料
金
を
実
施
す
る
場
合
を
除
く
。）に
は
、
当
該
一
定
水
準
超
過
額
か
ら
前
事
業
年
度
の
一
定
水
準
超

過
額
を
控
除
し
た
額
（
当
該
額
が
零
を
下
回
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
零
）と
す
る
。）に
一
か
ら
効
率
化
比
率（
託

送
収
支
規
則
の
規
定
に
よ
り
公
表
し
た
最
近
の
託
送
収
支
規
則
様
式
第
三
第
二
表
の
当
期
乖
離
額
累
積
額
の
当

期
超
過
利
潤
累
積
額
に
占
め
る
割
合
に
百
分
の
五
十
を
乗
じ
て
得
た
値
（
当
該
値
が
一
を
上
回
る
場
合
に
あ
っ

て
は
一
と
、
当
該
当
期
乖
離
額
累
積
額
が
零
を
下
回
る
場
合
に
あ
っ
て
は
零
と
す
る
。）を
い
う
。）を
控
除
し
て

得
た
値
を
乗
じ
て
得
た
額
と
託
送
収
支
規
則
の
規
定
に
よ
り
公
表
し
た
最
近
の
託
送
収
支
規
則
様
式
第
三
第
四

表
の
還
元
義
務
額
残
高
の
合
計
額
を
五
で
除
し
て
得
た
額
に
原
価
算
定
期
間
の
年
数
を
乗
じ
て
得
た
額
（
当
該

額
が
第
六
条
第
一
項
又
は
第
五
項
及
び
第
六
項
の
規
定
に
よ
り
算
定
さ
れ
た
事
業
報
酬
額
を
超
え
る
場
合
に

あ
っ
て
は
、
当
該
事
業
報
酬
額
）
を
下
回
ら
な
い
額
で
あ
っ
て
、
第
一
項
に
規
定
す
る
一
般
ガ
ス
導
管
事
業
者

が
定
め
る
額
と
す
る
。

３

還
元
額
は
、
託
送
収
支
規
則
の
規
定
に
よ
り
公
表
し
た
最
近
の
託
送
収
支
規
則
様
式
第
三
第
二
表
の
一
定
水

準
超
過
額
（
当
該
事
業
年
度
と
連
続
す
る
前
事
業
年
度
に
お
い
て
一
定
水
準
超
過
額
が
零
で
な
い
場
合
（
当
該

事
業
年
度
（
開
始
の
日
を
除
く
。）及
び
翌
事
業
年
度
の
開
始
の
日
に
お
い
て
第
十
四
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り

設
定
し
た
料
金
を
実
施
す
る
場
合
を
除
く
。）に
は
、
当
該
一
定
水
準
超
過
額
か
ら
前
事
業
年
度
の
一
定
水
準
超

過
額
を
控
除
し
た
額
と
す
る
。）に
一
か
ら
効
率
化
比
率
（
託
送
収
支
規
則
の
規
定
に
よ
り
公
表
し
た
最
近
の
託

送
収
支
規
則
様
式
第
三
第
二
表
の
当
期
乖
離
額
累
積
額
の
当
期
超
過
利
潤
累
積
額
に
占
め
る
割
合
に
百
分
の
五

十
を
乗
じ
て
得
た
値
（
当
該
値
が
一
を
上
回
る
場
合
に
あ
っ
て
は
一
と
、
当
該
当
期
乖
離
額
累
積
額
が
零
を
下

回
る
場
合
に
あ
っ
て
は
零
と
す
る
。）を
い
う
。）を
控
除
し
て
得
た
値
を
乗
じ
て
得
た
額
と
託
送
収
支
規
則
の
規

定
に
よ
り
公
表
し
た
最
近
の
託
送
収
支
規
則
様
式
第
三
第
四
表
の
還
元
義
務
額
残
高
の
合
計
額
を
五
で
除
し
て

得
た
額
に
原
価
算
定
期
間
の
年
数
を
乗
じ
て
得
た
額
（
当
該
額
が
第
六
条
第
一
項
又
は
第
五
項
及
び
第
六
項
の

規
定
に
よ
り
算
定
さ
れ
た
事
業
報
酬
額
を
超
え
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
事
業
報
酬
額
）
を
下
回
ら
な
い
額

で
あ
っ
て
、
第
一
項
に
規
定
す
る
一
般
ガ
ス
導
管
事
業
者
が
定
め
る
額
と
す
る
。

４

﹇
略
﹈

４

﹇
略
﹈

平成年月日 金曜日 (号外第号)官 報

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
省
令
は
、
平
成
三
十
一
年
五
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
意
匠
法
施
行
規
則
様
式
第
２
、
様
式
第
６
、
様
式
第
７
及
び
様
式
第
８
並
び
に
意
匠
登
録
令
施
行
規
則
第
四
条
、
第
四
条
の
二
、
様
式
第
一
及
び
様
式
第
一
の
二
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
後
に
す
る
意

匠
登
録
出
願
に
つ
い
て
適
用
し
、
こ
の
省
令
の
施
行
前
に
し
た
意
匠
登
録
出
願
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

〇
経
済
産
業
省
令
第
五
十
号

ガ
ス
事
業
法
（
昭
和
二
十
九
年
法
律
第
五
十
一
号
）
第
四
十
八
条
第
一
項
、
第
二
項
、
第
五
項
及
び
第
八
項
並
び
に
第
七
十
六
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
ガ
ス
事
業
託
送
供
給
約
款
料
金
算
定
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
三
十
一
年
四
月
二
十
六
日

経
済
産
業
大
臣

世
耕

弘
成


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